第10回大阪府地方独立行政法人評価委員会病院部会　議事要旨

1　日時　　平成21年7月22日（水）　10時～12時
2　場所　　大阪府職員会議室『多目的ホール」
3　出席委員　　松澤部会長、辻本委員、中島委員、槙野委員、奥林委員長（オブザーバー）
　　　　　　　　（宮嶋委員、山谷委員は欠席）

4　議題
（1）地方独立行政法人大阪府立病院機構の平成20年度業務実績に関する評価について
（2）その他

5　議事概要

Ⅰ　開会

○　部会長から、病院部会の業務及び評価作業の進め方等について、次のとおり説明があった。

・　今回の収支改善につながった取組みを明らかにし、残り2年間で不良債務の解消が確実なものになるよう頑張っている取組みは評価して、継続していただき、なお改善すべき点はそのような評価をしたい。
Ⅱ　議事

（1）地方独立行政法人大阪府立病院機構の平成20年度業務実績に関する評価について
○　資料1「平成20事業年度の取組概要」及び資料4「法人化後の各病院の収入と支出について」により、平成20年度の重点的な取組事項とその成果、病院別収支の改善状況等について、法人から説明があった。

○　資料3「平成20年度決算における財務諸表について」により、貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書、行政サービスコスト計算書について、法人から説明があった。
○　資料5「平成20事業年度業務実績　自己評価一覧」により、自己評価の判断理由等について、法人から説明があった。
○　資料7「小項目評価に関する論点整理」により、小項目評価の論点整理の考え方、小項目評価における具体的な論点について、事務局から説明があった。
○　委員からの質問・意見（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。
（目標設定について）

◆　全体の実績を見れば非常に成果を上げているのは確かであるが、資料1の20年度決算概要では、ほとんどの項目の実績が予算時の目標に届いていない。予算策定・計画段階から、果たしてこのような目標が達成できるのか、無理な目標を立てているのではないかといった危惧があったと思う。目標の設定は重要な問題である。目標自体が欲張った設定になっているとすれば、目標の立て方を検討する必要がある。
（7　精神医療センターの建替による再編整備）
◆　19年度の入札が不成立になり20年度に改めて入札を実施という報告になっているが、自己評価をⅢとした判断の理由を説明して欲しい。
⇒　19年度の入札が不調であったため、その後準備を整え、21年2月に再度入札公告を実施し、その入札に関する手続きを順調に進めていることから、Ⅲと自己評価した。
（19　病床利用率の向上）
◆　病床利用率は財務の観点からも非常に重要なポイント。これが高くなると収入も増加することになり、目標も高く設定されている。病床利用率の目標が高すぎるのではという点は病院部会でも以前から議論されていたが、これまで病床利用率は目標に届いておらず、その実績として収入も目標に達していなかった。しかし今回、収支という観点では大幅な黒字を確保し、財務の改善が図られており、やはりこの目標は高すぎるのではないか。
◆　病床の稼働率が高すぎると、本当に入院の必要な方がすぐに入れない。病床利用率にも限界ポイントのようなものがあると思う。患者サービス、府民サービスの観点から考えると、病院の性格によって、患者に少し待ってもらうことができる病院は稼働率を高く維持することができるが、緊急性の高い患者が多い病院は、逆にある程度の空きベッドを確保しておかなければならない。そのような病院ごとの稼働率の目安といったものはないのか。
⇒　大変難しい論点だと思う。病院の収支を考える場合、病床利用率と診療単価の掛け算で収入を見込み、そのために必要な費用を見積もるが、病床利用率の目標については、病院ごとに扱う疾病の種類や診療の内容も加味して設定している。例えば、薬剤耐性を持つ結核は府内でも毎年多く発生する訳ではないが医療の滞ることのないよう通常の患者数に少しプラスして見積もる。救急診療であれば、ある程度の空きベッドを常に確保しておく。そういうことも勘案しながら目標を設定しているので、病院ごとの目標の差は、扱う疾病の種類や内容によって生じてくる。また、法人としては、この目標値が決して不可能な水準だとは考えていない。頑張れる余地があると考えて定めたものである。
◆　患者が入院したら医療を行い、短い在院日数で退院させるということが、急性期医療を行う病院としての一つのミッションとなっている。またDPC（診断群分類包括評価制度）を導入している医療機関では、平均在院日数が短いほうが、経営上のインセンティブが与えられているので、病床利用率だけではなく新入院患者数や平均在院日数も含めて総合的に評価することが大事である。病床利用率が目標に達しなかったからといって、一律にⅡと評価するべきではない。

◆　毎回、ここが問題になる。数字が出るので、本来、実績が目標に達していない場合はⅡにせざるを得ない。しかし、これまでは、今の医療の実態等も考慮し、概ね達しているものと評価してきた。収支と病床利用率は連動するので、不良債務を解消するためには、病床利用率をこの目標値ぐらいまで上げる必要があるということだったが、今回の実績を見ると、全体としては前年とほぼ同水準であるにもかかわらず、収支としては十分な実績が上がっている。そうした中で、目標をこのままの水準としてよいのかどうか。少し現実的な目標に見直すべきではないか。例えば、呼吸器・アレルギー医療センターの90パーセントという目標が妥当なのか少し考えて欲しい。現実の運営がそこまでできていない状態で、この目標を設定されると、結果として病院に著しく低い評価をせざるを得ず、評価委員会としても辛い。機構全体の中でバランスを考えた設定にしてほしい。但し、今の中期目標期間中に目標を変えるのは難しいと思うので、次期の中期目標は、こうした点を考慮し作成して欲しい。
（20　紹介率の向上）
◆　紹介率や逆紹介率を上げるのは結構大変なことで、非常に高い実績を上げているためⅣにすべきだと思う。
◆　評価区分でも、計画を上回って実施はⅣなので、Ⅳが妥当だと思う。

（25　医療施策の実施機関としての役割：急性期・総合医療センター）
◆　これだけ目標を上回っているのだからⅣでよいと思う。
◆　前年度まで赤字だった病院が黒字に転換しており、医療施策の実施機関としての取組みが財務の改善にも貢献していることであり、Ⅳでよいと思う。

（41・41②・42　手術待ちの改善：母子保健総合医療センター）
◆　手術件数が目標を100件以上も上回っている。急性期・総合医療センターと同様、医療面での取組みの結果が、財務面にも貢献しており、Ⅳでよい。
（37　患者満足度調査の結果を踏まえた患者サービスの向上等）
◆　数値の取り方が異なる精神医療センターを除く4病院では、前回（平成18年度）調査時点で、入院の満足度が80パーセントを超えている。民間企業ではアンケートはがきや電話を使って顧客満足度調査といったことを行うが、8割を超えるというのは相当高いレベル。さらに、今回（平成20年度）の調査では、4病院ともさらに満足度が向上していることから、Ⅳにしてもよいのではないか。
◆　満足度がどれくらいなら妥当なのか。何か数値的な目標はあるのか。

⇒　高い程良いが、目標値として特に定めているわけではない。

◆　病院では、概ね7、8割の人には満足していただく必要があると思う。50パーセントの人が満足していなかったら、大変な病院だということになる。Ⅲが妥当ではないか。

◆　アンケートの質問内容がよく分からないが、例えば、非常に親切に対応してくれたとか、レベルの高い医療を受けたとか、そういった総合的な評価であれば、高いレベルだと感じた。

◆　患者の意識が変化してきているのではないか。メディアの影響などで、一時期高まっていた漠然とした不信感が、今、少し収まりつつあるように感じている。病院の取組みとしては今までと大きな違いはないと思うが、そうした患者側の意識の変化が数値として表れてきたのではないか。患者が少し穏やかになってきた中で上がってきた数値だと解釈すると、特段すばらしいとは思えない。逆に、これぐらいは満足して欲しいと感じる。Ⅲが妥当だと思う。

◆　取組みが順調ということで、Ⅲで良いと思う。
（26　医療施策の実施機関としての役割：呼吸器・アレルギー医療センター）
◆　呼吸器・アレルギー医療センターの医業収益を見ると、平成17年度から20年度にかけて減少しているが、他の病院では概ね上がっており、収支バランスは改善していると思う。そうしたことを見ると、呼吸器・アレルギー医療センターには、ロケーション面でハンディキャップがあるとか、結核や肺がんなど主な診療対象としている疾病の特性とか、何か固有の事情があるのではないか。そうだとすると、数値だけを見てⅡとするほどのことはないように感じる。

◆　診療報酬に関して、産科と救急には手厚い手当てがあったり、様々な施設基準を取得する医療機関があったりする中で、呼吸器・アレルギー医療センターが対象とする領域や疾病で、そのような診療報酬上の特段の手当てがあるのか。
⇒　産科や小児科をはじめ、施設基準を取得したものはいろいろあるが、呼吸器やアレルギーの領域では、特別に手厚い加算はない。

◆　この項目も毎年ディスカッションが必要だが、機構全体の中で呼吸器・アレルギー医療センターをどう位置づけるのか、今後の方向性が見えない。それぞれの病院が非常に特化した専門病院として成り立っている中で、呼吸器・アレルギー医療センターも、その名前から一般の総合病院とは違う感じはするが、消化器内科の医師が退職した影響で運営が厳しくなったことなどを聞くと、実際は一般病院のような運営がなされているように思う。一般総合病院としてやっていくなら、一気に改善することは難しい。もっと集中的に人材を投入するなど、相当大きなバックアップが必要である。非常に特化した専門病院としてやっていくのなら、呼吸器の特殊な疾患や肺がん、COPD（慢性閉塞性肺疾患）、結核については、大阪の患者をすべて収容するくらいの方向性があれば評価する意味がある。機構全体として、この病院をどうしていくか今後の方向性を明確にして欲しい。

⇒　ご指摘のとおりと思う。今、アレルギー疾患は入院して治療する時代でなくなってきているが、アレルギー、呼吸器ともPRの不足は感じている。今後、強力にアピールしていきたい。今後の方向性について、現時点では一般病院として運営していくことを考えている訳ではないが、実際、呼吸器疾患だけの患者は結構少なく、合併症として消化器疾患のある方が多いため、診てもらう側からすると、どうしても両方一緒に診てもらえる病院を探して受診することになる。消化器内科の医師が退職したことにより、患者数が減少したのはそのためで、合併症が最も多い診療科である消化器内科であったことが大きなマイナスだったと思う。

◆　実は去年、病院探検隊で呼吸器・アレルギー医療センターを視察させていただいた。視察の翌日に、たまたま本当に必要があって、同じメンバーが受診したところ、前日の視察時とは雰囲気ががらっと変わっていた。一般の患者からの相談でも、職員の対応について、他の病院に比べて厳しい声があるのも事実である。感覚的なことなのではあるが、病院の体質が、そういうところに現れるのではないか。患者は、組織の意識文化のようなものを素肌感覚で読み取ってしまうので、数値だけでなく、そういった視点も大切にして欲しい。

⇒　患者満足度調査以外にも、看護部で独自の満足度調査を実施するなどの取組みを行っているが、内部でも目に付くところはあるので、改善していきたいと思う。ご指摘はありがたい。
◆　先ほど、呼吸器やアレルギーに専門特化していくのか、一般病院の戦略でいくのか、考えないといけないという指摘もあったが、呼吸器の病気に関して、患者がどれくらいおられ、どんなニーズがあって、どの地域で、どの病院に受診されているのかといったことがよく分からない。例えば刀根山病院など、この分野に専門特化している病院が他にもいくつかあると思う。一般的には、COPDの患者は多く、肺がんも増えている、薬剤耐性のある結核の患者も多いと言われているが、他の同種の病院でも同じような苦労をされているのか、あるいは工夫の仕方があって、そうすれば違ったアウトカム（成果）が得られるのかを教えて欲しい。

⇒　結核は減ってきたと言いながら、最近また増えつつある。その中で、多剤耐性がどれだけ出てくるかという予測はできない。同種の病院としては、刀根山病院と近畿中央病院胸部疾患センターがあり、3病院とも結核病棟を持っている。結核でもエイズを発症していたり、人工透析が必要であったりする患者が増加してきているのは、3病院とも同じ傾向である。また、先月、結核病棟があふれて、受入れを断らざるを得ないということがあったが、これも3病院とも同じ傾向であった。但し、刀根山病院は、筋ジストロフィーや他の疾患も扱っており、そうした部分が前面に出されている。近畿中央病院胸部疾患センターは単科で、呼吸器・アレルギー医療センターは、消化器内科、乳腺外科、産婦人科、小児科があるといった部分が、それぞれ異なっているが、ベンチマーク（比較指標）とすればこの2病院である。

◆　呼吸器の専門医が少ない一方、高齢者はかなりの方が呼吸器疾患を持っているので、これらの医療へのニーズが高いことは確かである。収支やアクティビティがどうかというのではなく、精神医療センターや母子保健総合医療センターのように専門特化して、府民の呼吸器疾患のかなりの部分をカバーしていくといった方向で臨むのであれば、非常に意味のある病院だと思うが、一般病院と同じように稼働率が何割で目標に達していないからⅡにするかというのは、評価する側からは非常に辛い。どうやって改善するのか、例えば、呼吸器の専門医をもっと確保するなどといったことは、個別の病院としてではなく、機構や大阪府として対策を講じるべき課題だと思うので、対策に取り組んで欲しい。
⇒　ご指摘のとおりだと思う。慢性の呼吸器疾患の患者が多いのは確かである。ただ残念ながら、呼吸器・アレルギー医療センターは、その生い立ちから結核中心といったイメージが非常に強く、慢性の呼吸器疾患に対する医療を担っているというアピールが非常に弱かった。今後は、呼吸器・アレルギー医療センターでは何をターゲットにしているのかということを明確に打ち出していくことが必要だと思っている。アトピーを含めて需要は非常に高い分野なので、府民のためにどれだけ役に立っている病院であるかを中心にアピールしつつ、また経営面での改善も念頭に置きながら、できるだけ早く、今年の秋頃には、一つの方向性を出しながら、今後の新しい病院としてのイメージを作り上げて行きたいと思っている。

◆　環境や状況がいろいろある中での結果なので、ここはⅢでよいと思う。

◆　上げられている数値は上向いているものもあるので、この項目はⅢでよい。

◆　この項目はⅢと評価することにして、呼吸器・アレルギー医療センターの今後の方向性をぜひ検討していただきたい。

（61　医療倫理の確立等（業務執行におけるコンプライアンス））
◆　こうした事実があったのは1件なのか。研究員は1人か。
⇒　科学研究費補助金の不適正会計は2件、研究員は2人である。まず1件見つかったため全病院で調査を実施したところ、自主申告があって、さらに1件見つかった。

◆　内容としては、単年度で執行しなければならないものを、例えば翌年度に回したとか、何かそういうことなのか。

⇒　1件については、アルバイト職員を雇用した際、研究員が年度内にすべて使い切らなければいけないと思い、その勤務日数を膨らまして消費したことにしていたもの。ただし、その資金について、個人的な借用、着服といったことは一切なく、そのまま置いていたとういう状態である。

◆　そうした会計処理は、研究員単独の判断で行われたのか。例えば、その上司が相談されて何か指示をした等、組織としての関与はなかったのか。

⇒　この厚生労働省の科学研究費は、医師個人が研究班の班員として契約を結び交付を受けるもので、資金は個人の口座で管理されることから、本来的には病院の会計は通らず、組織としての関与はない。執行は単年度で、普通は3月31日に、その口座の残高がゼロになるよう使い切って精算報告するというものだが、非常使いにくい仕組みになっている。例えば、研究は4月から始まっていても、大抵の場合実際にお金が入ってくるのは12月や1月であったり、3月31日に付くわずかな利息まで使い切らなければならなかったり、非常に精算しにくいのが実際で、それを無理やりゼロにするため、個人が不適正な処理を行っていたということが、今回分かったものである。
　　◆　これは、医療倫理というかコンプライアンスの問題。昨年度は、産廃の不適正処理の問題があって評価をⅡとしたが、病院関係者にルールを破った者が1人でもいた場合に、病院としての評価を下げるのかは、難しいところである。
◆　組織としてチェックすべきところをチェックしなかったのであれば、厳しい評価も考えられるが、もともと組織として関与しない領域で個人がルールを破ったということなら、評価はⅢで良いと思う。組織としては、再発防止の観点できちっと対処していくことが重要である。
◆　新聞に載ったことで、ある意味、社会的な制裁は受けたと思う。各病院において、総長、院長から再発防止を周知徹底してもらうことを条件にⅢで良いと思う。
⇒　科研費は、すべての病院の医師が受けているので、法人としても、チェックの仕方が非常に大きな課題だと認識している。既に、研修の実施も含め、交付を受けている個人を呼び出して再発防止の徹底に取り組んでいるが、今後、病院が組織としてどのような関与ができるのか、チェックの方法も含めて考えていきたい。

◆　再発防止の徹底は、是非お願いしたい。また、これらの他、9番と13番については、ご異議もないので自己評価どおりⅣとする。
（68　臨床研修医、レジデントの受入拡大）
◆　目標に対する実績としてはⅢで妥当だと思うが、レジデントが病院機構に定着するために組織として何か仕掛けることはできないか。東京都では、病院間のプログラムや育成基準の評価などを共有化し、レジデント教育に統一性を持たせ、育てる取組み（東京医師アカデミー）を行っており、結構成果が出ていると聞いている。レジデントも研修医も良い指導を得られる病院に魅力を感じるのだから、機構としても、そうした取組みを是非前向きに考えて欲しい。
（89　収入確保）

◆　項目としては、収入確保と費用節減の2つに分かれているが、収支としてセットで見るべきもの。収入は全体の目標に達しなかったが、費用の削減を実施したため、前年度に比べて約10億円改善し、結果として約16億円の収支差益が出ている。今回、不良債務をあと2年でゼロにするという目標に届きそうな感じになってきた。計画に対して順調に進捗していると思うので、今の時点ではⅢという自己評価に異論はない。
◆　今回、病院の努力が実ったことは間違いないが、先ほどあったご意見のように、高い目標を立て、それを達成して収支が非常に改善したという訳ではない。収入、支出とも目標には達していないが、支出の目標に対するマイナスが大きかったため、結果としてプラスが出ている。目標自体が合理的かどうかを検討することは、非常に重要なポイントである。逆に言えば、21年度も20年度と同じアクティビティで十分なのか、今回の黒字の要因について十分分析されているのか、少し検討していただければと思う。
◆　呼吸器・アレルギー医療センターでは、民間のノウハウを取り入れるためコンサルを入れたということで結構コストもかかっていると思うが、成果はどうだったのか。

⇒　診療報酬の請求に当たって、取れるけれども、これまで取れていなかった加算や特定の点数を取るノウハウなど、不勉強で請求できていなかった点、急性病床の設置、7対1看護体制の導入などについてアドバイスを受けた。また、アトピーや喘息の治療にストレスマネジメントを取り入れ始めたが、これらはコンサル導入の成果であり、約1千万円のコストがかかっているが、無駄ではなかったと考えている。

◆　全く別の病院のケースだが、いわゆる立去型サボタージュということで病院を辞めた医師が、コンサルの導入で病院の雰囲気が変わり、締付けが厳しくなったため病院を去ったと言っている。呼吸器・アレルギー医療センターでも何人か医師が辞めていったということだが、コンサル導入の影響はなかったのか。

⇒　それぞれ個別の事情により医師が辞めた事例はあるが、コンサル導入の影響ではない。
◆　今回は、個々の取組みが効を奏して財務が改善したと思うが、収支を病院別に見ると、これまでは精神がほぼ均衡、成人病は黒字の中心、急性期がマイナス気味、母子が若干の黒字であったのが、急性期と母子の収支が一気に改善し、これが法人全体の収益の増加につながっている。あと2年間この傾向が続けば、不良債務解消の目標を達成できる可能性もあると思う。ただ、この収益を不良債務の解消ではなく、病院で働く人たちへ還元できるようになれば、非常にありがたいと思う。
　　　　本日議論された呼吸器・アレルギー医療センターの課題については、機構全体として、あるいは府として対応してもらいたい。また、コンプライアンスの問題については、二度と起こらないよう対策を徹底してもらうことを条件に、病院全体の評価としてはⅢとする。

（2）その他
○　次回病院部会は、8月4日（火）の午後３時から５時まで、場所は、職員研修センターで開催を予定している旨、事務局から報告があった。
Ⅲ　閉会
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